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取組１ 

 

教育カリキュラ

ムの整備・推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事項 

 
 
 

① 
 

 

 
 
【地域貢献特定プログラムの実施と平成

29 年度の準備】 

 
 
4 月～3月  

平成27年度に策定したCOC＋教育プログ

ラム『広島を知る』科目を実施する。 

 

また平成 29 年度開講の『広島を感じる』

科目「地域課題演習」や『広島を問う』科

目「地域再生論」等の新規科目の担当教員

の決定、シラバス作成等の開講準備を行う。 

 
 
 
 
 
 

a 
 

 
(1) 平成 28 年度の実施科目 
 

本学のＣＯＣ＋における教育カリキュラム改革の中心として、地域貢献に関するカリキュラムとし
て設定した「地域貢献特定プログラム」（新規科目 9 科目を含む 14 科目で構成）を、平成２８年度入学
生を対象として開講した。 

 
このうち、平成 28 年度の開講は、『広島を知る』科目の「創作と人間」「NPO 論」「広島の観光学」

「ひろしま論」「広島の産業と技術」5 科目であり、履修者数は 72３人（延べ数）となった。履修した
学生数は 409 人であり、平成 28 年度入学生 423 人の 96.7％が受講した。 
 
特に、新規科目の「広島の観光学」については、担当の特任教授が、前期中に協働協議会の 25 の自

治体のすべてを訪問し、ヒアリングや現場調査を行った。学生には、この地域の観光の最も新しい取組
や工夫について紹介し、地域の実態に即した内容の講義を行った（履修者数 56 人）。 

地域貢献特定プログラムの履修後のアンケートで、講義を受講したことで広島市を中心とした地域に
ついて関心が高まったかどうかという意識の変化を把握した。その結果は、「非常に高まった」が 20.2％、
「高まった」が 50.0％であり、約 7 割の学生において関心の高まりが確認された。 
 

(2) 平成 29 年度の開講準備 
 
『広島を知る』科目の「地域再生論入門」、『広島を感じる』科目の「地域課題演習」、『広島を問う』科

目の「観光情報学」「地域再生論」について、担当教員の決定、シラバスの作成等の検討・調整を行っ
た。特に、次の新開科目 3 科目について、入念に準備を行った。 
 
「地域再生論入門」は、この講義で地域の優れた実例を紹介するため、協働協議会の 25 市町に対する

取り組み事例の照会を行うとともに、広島県・山口県や国の機関に対する意見聴取等を行い、それらに
基づき先進事例について現地調査等を実施し、講義資料を作成した。講義の一部は実践的な活動により
成果を上げている地域リーダーを講師に招くこととした。 
 
「地域課題演習」は、4 月から地域情報の収集や実施内容の検討を開始し、学内のＣＯＣ＋カリキュラ

ム編成ワーキンググループやＣＯＣ＋教育プログラム専門委員会での実施方針の検討を経て、10 月に
ＣＯＣ＋実施特別委員会で内容を決定した。その後、協働協議会の会議での説明を行い、演習担当教員
会議を開催して、実施マニュアルの作成などを行った。 
演習候補テーマは、当初 16 の地域テーマを抽出し、地域のバランスや活動内容を考慮して最終的に 10

のテーマを設定した。指導体制として、代表教員のほか、できるだけ多くの教員が現場での指導を経験
する機会となるよう、3 学部から 2０名の教員がテーマに分かれて担当することとした。 
 
また、「観光情報学」は、情報学の観点から観光事象を捉える新しい学問分野となる。観光関連データ

ベースを用いた情報の収集や観光地のイメージ分析など、地域データを素材にした実践的な学習を行う
シラバスを検討した。 
 

(3) 地域貢献特定プログラムの拡充 
 
地域貢献特定プログラムの内容をさらに充実させるため、平成 28 年度において、ＣＯＣ＋教育プログ

ラム専門委員会、教務委員会での検討を行い、平成 29 年度から９科目を追加する方針を決定した。 
 
 

 
取組１①～⑤について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ 

 

（4.2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
(4) 寄付講座の開講調整 
 
事業協働機関であるマツダ㈱の寄付講座「マツダ共創ゼミ」を、平成 29 年度から開設するための調整・

準備を行った。目的は、本学のデザイン工芸分野の知見と、マツダの技術等を融合させ、広島発の新た
な価値(モノ)を社会に提供する創造力と知識、技術を修得した人材の育成。 
 

以上、ＣＯＣ＋の教育カリキュラムにふさわしい内容にすべく、平成 28 年度の科目実施や平成 29
年度の開講準備において、学生の地域志向マインドの育成に資するよう十分に意を用いた。また科目群
の拡充や寄付講座の開設にも積極的に取り組んだ。 

 
これらのことから、「a」と評価した。       

          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
② 

 

 
【参加大学と単位互換の実施について協

議】 

 
5 月～12 月  

COC＋教育プログラム専門委員会（申請大

学）、COC＋教育プログラム開発委員会ワー

キング会議（申請大学、参加大学）、COC＋

教育プログラム開発委員会（申請大学、参

加大学、自治体、経済団体・企業間）にお

いて、地域貢献に関連するカリキュラムに

ついて情報交換し、共通カリキュラムを実

現するための単位互換制度や講師派遣等の

実施について協議する。 
 

 
 
 
 

a 
 
 

  
(1) 単位互換の協議 
 
 参加校間での地域志向科目の新たな単位互換制度を平成 29 年度から実施するため、協議・調整を行
った（7 月にＣＯＣ＋教育プログラム専門委員会、ＣＯＣ＋教育プログラム開発委員会ワーキング会議、
11 月にＣＯＣ＋教育プログラム開発委員会を開催）。 
 従前から実施されている一般社団法人教育ネットワーク中国による単位互換制度との調整を行い、学
生の受講の利便性を向上させるため、遠隔講義システムの使用が可能な科目や集中講義形式での実施が
可能な科目を中心に設定する方針とした。 
 
(2) 協定の締結 
 
 本学及び全参加校により、「ＣＯＣ＋事業参加大学間の単位互換に関する協定」を平成 29 年 1 月 23
日に締結した。 
 
(3) 平成 29 年度に実施する科目 
 
 平成 29 年度においては、6 校から 17 科目の地域志向科目が提供され、単位互換を行うこととなっ
た。互換科目の一つである「観光情報学」について、参加校の広島経済大学より講師の派遣を受けて実
施するための調整を行った。 
 
 単位互換において学生の履修のネックとして、学校間の物理的距離と授業時間割のずれがあるが、こ
の課題を踏まえた対応方針を調整し、協定の締結、科目の提供に結びつけた。 
 

以上のことから、「a」と評価した。 
        

 
 
 

③ 

 
【全学ＣＯＣ＋研修会の開催】 

 
5、10 月  

本学の全学教職員を対象とした本事業の 

実施に関するファカルティ・ディベロップ

メントＦＤとして、全学 COC＋研修会（2回）

を開催する。 

 
 
 
 

 
 
 
 

b 

 
全学ＣＯＣ＋研修会を２回開催し、学内での事業推進への理解促進や気運の醸成を図った。 
第 1 回は 10 月に実施。広島都市圏構想の実現に向けた行政の諸施策やＣＯＣ＋の実施状況を内容と

した。参加者は 98 名。 
第 2 回は 3 月に実施。大学が地域といかに関わるかをテーマに、広島修道大学の地域志向教育プログ

ラムについて聴講した。参加者は 79 名（本学 74 名、参加校 3 大学 5 名）。 
研修会への出席状況はいずれも教職員の２分の１弱程度であるが、出席できなかった教職員のため、

研修会の様子を学内ウェブサイトに動画で公開し（学内限定）、各自でネット受講が可能となる体制を
整えた。 
  

開催時期を除けば、予定どおり実施したことから、「ｂ」と評価した。   
       



 

 
 
 

④ 

 

【ＣＯＣ＋フォーラムの開催】 

 

12 月  

COC＋参加大学との共催により、COC＋フ

ォーラムを開催する。 
 

 
 
 
 

ｂ 
 

 
 平成 29 年 1 月 24 日に広島国際会議場において開催した。 

地域の再設計が様々に試みられており、事業協働地域においても活性化への模索が行われている状況
にあって、開催テーマを「つながれば始まる」とし、これからの地域デザインのあり方や若者の地域志
向マインドをどう育てていくかについて、知見を共有する機会とした。 

基調講演者には徳島県神山町のＮＰＯ法人グリーンバレー理事⻑大南信也⽒を迎え、ＩＴ企業や創造
性を持つ若い人材の誘致により、人が人を呼ぶ連鎖と循環を生み出した実践を紹介いただいた。また、
広島市の阪谷企画調整部⻑から広島広域都市圏のプロジェクトについて、本学芸術学部の中村講師から
基町プロジェクトについての報告があった。 
参加者は、事業協働機関及び一般を含め 174 名であった。 
引き続いて、参加者による情報交換会を開催した（参加者 77 名）。 

参加者の交流を深めるとともに、大学や自治体関係者との協働意識を高めることができた。 
 
以上のことから、「ｂ」と評価した。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
⑤ 

 

【インターンシップの実施】 

 

8 月  

COC＋参加企業・自治体へのインターンシ

ップを開始する。  

 

 
 
 
 

 
 
 
 

b 

 
ＣＯＣ＋の事業協働機関である企業や自治体に、インターンシップの受け入れの働きかけを強めたこ

とで、受け入れ企業等の数は、70 社・団体となり、前年度に比べ 12 社・団体増加した。 
インターンシップに参加した学生は 50 名で、前年度に比べ 6 名増加した。 
 
また、インターンシップの強化について、ＣＯＣ＋就職・インターンシップ担当ワーキングにおいて、

どのようにして地元企業が実施するインターンシップに対して学生の参加を促すかという視点から、地
元企業の紹介方法の改善や進路指導の充実等について検討を行った。事業協働機関である中国経済連合
会において、インターンシップのモデルカリキュラムや中小企業におけるインターンシップの実施促進
方策を検討しており、この会議に本学キャリアセンター⻑の井上教授が参加している。 

 
インターンシップの参加学生が増加していることから、「ｂ」と評価した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 
２８年度実施計画 

 

公立大学法人広島市立大学の自己評価 外部評価委員会の評価 
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取組２ 

 

観光関連データ

ベースの構築と

活用 

 
 
 

事項 

 
 

⑥ 
 

 
【データベースの試験的な運用】 
 
4 月～3月  

平成 27 年度に構築した観光関連データ

ベースの試験的な運用を行う。 
    

  

 
 
 

ｂ 

 
平成 27 年度において、データベース本体の構築、サンプルデータの登録を行っており、平成 28 年度

において、この登録したサンプルデータ等を利用してデータベース本体の稼働・運用試験を行い課題の
洗い出しを実施した（5 月〜7 月）。抽出した課題について、改修作業を実施し（8 月）、全文検索機能や
セキュリティ機能の追加、データ入力の簡易化などのシステムの機能拡張（2 月、3 月）を行った。 

 
 計画どおり実施したことから、「ｂ」と評価した。      
  

 
取組２⑥～⑧について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

 

（3.2） 

 

 
 
 

⑦ 
 

 
【データの収集】 
 
4 月～3月  

事業協働機関（参加大学、自治体、企業

等）からの観光関連データの収集とデータ

ベースへの追加を行う。 

 

 
 
 

b 
 

  
データの収集については、参加市町の観光パンフレット類を含む紙媒体の電子データや SNS 情報を

含む各種データの入力を進め、平成 28 年度末現在で、約 15 万件の観光関連データの登録が完了してい
る。内訳は、動画やブログ、ツイッターなど SNS 関連データが約 14 万件で本データベースの中核とな
っているほか、画像やイベントデータ等を含めた観光施設データ等が約 1 万件となっている。 

 
 データ取集・登録作業が予定どおり進んだことから、「ｂ」と評価した。  

 
 
 

⑧ 

 
【データの活用検討】 
 
4 月～3月  

観光関連データベースを活用した地域の

既存の観光関連事業の関連性調査と連携可

能性を検討する。 
 

 

 
 
 

b 

 
登録したデータの活用について、事業協働地域の観光施策等との関連を検討し、当面、観光客が急増

している尾道しまなみ海道を主な対象に選定し、平成 29 年度開講の「地域課題演習」におけるしまな
み海道での観光客（サイクリスト）の行動ログの収集や、「観光情報学」への実践的な学習において活用
するよう計画した。 

また、事業協働機関からも閲覧できるよう、セキュリティを含めた運用方法等について調整を進めて
おり、平成 29 年度末以降、参加大学や関係機関への公開により、活用方法を協議していく予定である。 

 
以上のことから、「ｂ」と評価した。      
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取組３ 

 

観光振興を目的

とした教育研究

事業の立案・推

進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

⑨ 

 

【ＣＯＣ＋特定研究】 

4 月～3月 

 学内特定研究費（大学資金）「COC＋特定

研究」の選考（6 月）、研究実施（6 月～3

月）。 

 

 
 
 

b 

 
学内競争的研究資金として、平成 28 年度から新たに「ＣＯＣ＋特定研究」の枠を設け、6 月に選考を

行った。応募件数４件のうち 3 件を採択し、研究を実施した。内容は、「先導的アートプロジェクトの
実施（2 年継続）」「瀬⼾内の観光振興とインバウンドを目指した地域活性化（2 年継続）」「広島におけ
る体験型スポットの自動検出（3 年継続）」である。 

 
予定どおり選考を行い、研究が進んでいることから、「ｂ」と評価した。 
         

 
取組３⑨～⑫について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

（4.2） 

 

 
 

⑩ 

 

【社会連携プロジェクト等】 

4 月～3月  

学内「社会連携プロジェクト」「市大生チ 

ャレンジ事業」において「COC＋プロジェク

ト」の公募（4月）・選考（6月）、プロジェ

クト実施（6月～3月）。  
    

 
 
 
 

b 

 
学内の「社会連携プロジェクト費」に平成 28 年度から新たにＣＯＣ＋関連枠を設け、6 月に選考を行

った。応募件数９件のうち 5 件を採択し、プロジェクトを実施した。内容はいずれも単年度の実施で「広
島広域都市圏の鳥瞰図の作成」「グローカルキッチンプロジェクト」「宮島でのテーマ制作と展覧会」な
どである。 

また、「市大生チャレンジ事業」については、学生が自ら選択した課題や、地域から提案されたテーマ
に基づき実施する社会貢献活動を支援するための制度で、平成２８年度は、6 月に選考を行い、４件を
ＣＯＣ＋に関連する地域活動として採択し、実施した。 

 
予定どおり選考を行い、プロジェクトを実施したことから、「b」と評価した。 
 

 
 
 
 

⑪ 

 

【アートプロジェクト等教育研究事業の実

施】 

    
4 月～3月  

宮島への COC＋教育研究拠点の開設・運営。 

4 月～3月  

アートプロジェクト（宮島、市内中心部、

観光船デザイン）及び参加校との協働研究

事業の実施。 
 

 
 
 
 
a 
 

 
(1) 宮島の教育研究拠点の開設 
 

宮島における貴重な町家の一つである物件を教育研究施設として活用すべく、4 月から所有者と協議
を重ね、空き家であった建物の家財整理や床板等の一部補修を行い、10 月に賃貸借契約を締結した。木
造切妻造り(一部２階建て)の京都型町家建築で、通り土間や坪庭を有する。 

名称は「広島市立大学ＣＯＣ＋宮島教育研究施設」（通称、サテライトハウス宮島）とし、宮島をテー
マにした作品制作や展示、講座・セミナーの開催、フィールドワークの拠点として、参加校も含めた活
用を進める。10 月以降、電気工事や展示什器などの整備を行ったほか、芸術学部の木版画制作合宿など
を実施し、平成 29 年度の開設記念展に向けた準備を行った。 
     
(2) 基町地区での活動拠点の整備 
 

基町プロジェクトでの活動拠点を拡充するため、ＣＯＣ＋事業以前に開設していた「Ｍ９８」（オフ
ィス）に加えて、地区内の商店街の空き店舗のリノベーションを行った。平成 28 年度、新たに「Ｍ９
８〈make〉」（工房）、「Ｍ９８〈eat〉」（キッチン）を、学生の参加により整備した。 
 
(3) アートプロジェクトの実施 
 
 廿日市市宮島と広島市内中心部において、本学芸術学部が中心となってアートプロジェクトを実施し
た。 
 宮島においては、「版画を用いた宮島観光マップの制作と研究」「宮島ものづくり産業復興プロジェク
ト」「宮島アーカイブプロジェクト」など 5 つの事業を実施した（参加学生・教員 56 名）。いずれの取
組も宮島の歴史や文化を学習し、その魅力を顕在化させるものであり、特に宮島伝統産業会館を活用し
た宮島轆轤の技術習得など、伝統的なものづくりへのアプローチを行ったことが特徴として挙げられ
る。 
 広島市内中心部においては、「基町プロジェクト」（参加者 2500 人以上）及び「観光船のデザインプ
ロジェクト」（参加学生 5 名）を行った。 
 基町においては、コミュニティの再生を目指す地域デザイン活動として、「もとまちカフェ」（広島修



 

道大学と協働）、「グローカルキッチンプロジェクト」（安田女子大学と協働）、「基町写真展」など 8 件
の事業を実施した。 
 また、観光船のデザインについては、⺠間事業者が都心部の河川に就航させる予定の新造船のデザイ
ン提案を行った（事業者の計画変更により造船・就航には至らなかった）。 
 
(4) 参加校との協働研究事業の実施 
 

参加校による協働研究事業は、ＣＯＣ＋事業の趣旨のもと、観光の振興や地域の活性化などをテーマ
に、各校の学部構成や教育方針のもとに、実施可能な範囲で連携しながら予算を配分し、事業を進めた。 

内容としては、観光に関する調査については広島大学、広島経済大学の２校。地域に関する講座の開
催が尾道市立大学、広島工業大学の２校。地域活性化に関する活動が広島国際大学、広島修道大学、安
田女子大学の３校。学生の地域定着に関する事業が広島商船高等専門学校１校となっている。このうち
広島修道大学と安田女子大学の事業は、本学の基町プロジェクトと協働した取組となっている。 
 
(5) 大学連携による観光に関する研究・活動発表会の実施準備 
 

本ＣＯＣ＋事業のテーマである観光振興に焦点を当て、学生の観光に関わる研究・学習能力の向上と、
それを通じた研究者のネットワークや学生の地域志向マインドの醸成を目的として、「大学連携による
学生の観光に関する研究・活動発表会」を平成 29 年度に実施することを計画し、参加校、比治山大学
等に参加の呼びかけを行った。 
 
 以上、本ＣＯＣ＋事業の重要な部分である教育研究事業を参加校や地域との協働において推進するた
め、拠点の整備やアートプロジェクト、平成 29 年度に向けた新たな事業計画など、積極的な取組を行
った。 
 
 これらのことから、「a」と評価した。 
 

 
 
 

⑫ 

 

【平成29年度アートプロジェクトの計画】 

 

10 月～12 月 

 本学が平成 29 年度に開催するアートプロ

ジェクト実施計画の検討・作成。 

    
  

 
 
 
 
a 

  
アートプロジェクトの平成 29 年度の実施に向けて、実施地域の拡大を検討した。新たな地域として、

北広島町大朝（筏津芸術村で彫刻等の創作活動）、安芸太田町加計（製鉄文化をテーマにした作品制作）、
尾道市（尾道市立大学との協働による空き家再生等）のプロジェクトを加えるため、現地調査や検討を
行った。 

計画の内容として、プロジェクトの統一テーマを「広島ニュートラベル」とし、瀬⼾内、広島市都市
部、中山間地の各地域において、アート活動により人をいざない交流を進めることをコンセプトに展開
する。芸術学部が参加大学や地域と協働しながら、作品制作・展示・ワークショップ、地域活動等を実
施する。 

各エリアには、サブテーマとして「ニュートラディショナル」（宮島）、「ニューコミュニティ」（広島
市中心部）、「ニューライフ」（大朝、加計）「ニューストーリー」（尾道）を設定し、全体として 5 地域で
の 10 のプロジェクトに芸術学部の全 10 専攻の学生・教員が参加する計画とした。 
  

以上、芸術学部をあげた取組として、実施地域を積極的に拡大し、地域との連携や緊密な協力関係に
より活動を進める内容とした。 

 
これらのことから、｢a」と評価した。       

          
 
 
 
 



 

 
２８年度実施計画 

 

公立大学法人広島市立大学の自己評価 外部評価委員会の評価 

記号 評価理由等 記号（ＳＡＢＣＤ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取組４ 

 

事業運営 

(実施体制の整備

等） 

 
 

事項 

 
 
 

⑬ 
 

 

【ニュースレターとホームページによる 

広報】 

 

6 月、10 月、2月  

事業広報のため、ニュースレターを発行

（3回）する。ホームページによる情報の発

信を行う。   
  

 
 
 
 

ｂ 

 
COC＋ニュースレターは、平成 28 年７月に第３号、平成 29 年１月に第４号、3 月に第 5 号を発行

(Ａ４版４ページ)し、事業協働機関等に各 3,000 部配布した。 
また各事業の実施にあたりチラシやポスターなどの印刷物を作成した。  
ＣＯＣ＋ホームページは、基本構成やデザインを平成 27 年度末までに終え、公開は平成 28 年 6 月

から開始した。取り組み状況を随時掲載し、総閲覧数は、公開開始から平成 28 年度末までの 10 か月間
で 1 万 4653 件であった。 

 
 以上のことから、「ｂ」と評価した。       
  
           

 
取組４⑬～⑯について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

 

（3.0） 

 
 
 

⑭ 
 
 
 
 

 

【協働協議会】 

 

7 月 

 COC＋事業協働地域協議会を開催（1回）

する。 

 

 
 
 
 

b 
 

 
 

  
  ＣＯＣ＋事業協働協議会（「観光振興による地域創生に向けた人材育成事業協働協議会」）を、平成２
９年１月２４日に広島国際会議場で開催した。 
 協議内容は、平成 28 年度事業の実施状況、平成 29 年度の事業計画案、平成 27 年度の外部評価結果
の報告であり、事業の進捗状況と今後の展開等について情報を共有し意見の交換を行った。参加は 37
の事業協働機関から 65 名であった。 
 開催時期については、計画では 7 月としていたが、現年度と次年度の内容を協議する時期としては 1
月頃が適すると考えられる。 

また教育プログラム開発委員会をはじめ、学内外の検討会議も適宜適切に開催した。 
 
以上のことから、「b」と評価した。       

          
 
 
 

⑮ 

 
【担当する教員等の採用】 

 

4 月  

COC＋推進コーディネーター２名（特任教

授）、事業協働地域調整担当特任准教授 1

名、教育･研究担当特任助教 1 名を新規採

用。 

平成 27 年度に採用した観光関連データ

ベース担当特任助教１名、アートプロジェ

クト担当特任助教１名を継続雇用。  

 

 
 
 
 

b 

 
 
  4 月に COC＋推進コーディネーター２名（特任教授）、事業協働地域調整担当特任准教授 1 名を採用
し、8 月に教育･研究担当特任助教 1 名を採用した。平成 27 年度に採用した観光関連データベース担当
特任助教１名、アートプロジェクト担当特任助教１名を継続雇用。予定どおり、全体で 6 名の体制とし
た。 
 

以上のことから、「ｂ」と評価した。       
  
         

 
 
 
⑯ 

 

【評価委員会による評価の実施】 

 

8 月  

COC＋評価委員会を開催し、平成 27 年度

事業の評価と報告書等の作成。 
     

 
 
 
 

ｂ 
 

 
「観光振興による地域創生に向けた人材育成事業外部評価委員会」（ＣＯＣ＋外部評価委員会）を本

学において平成 28 年 7 月 25 日に開催した。 
委員は、事業協働機関に属さない、教育、調査研究、観光、芸術の各分野の有識者５名で構成し（委

員⻑は神⼾市外国語大学の船山仲他理事⻑・学⻑）、「平成２７年度大学改革推進等補助金調書」に記載
した事業実施計画に関して評価を実施した。 

評価結果は、「計画に沿った実績となっている」とされた（５段階評価の中間）。総評において、今後
の事業推進にあたっての提言等をいただいた。 

 
以上のことから、「ｂ」と評価した。        

 


